石油問題と消費国の対応 by 粕谷,雄二
石油問題と消費国の対応
OIL　PROBLEMS　AND　THE　RESPONSE
　　OF　CONSUMING　COUNTRIES
博士後期課程　経済学専攻53入学
　　　　粕　　谷　　雄i　二
　　　　　　　YUJI　KASUYA
　目　　次
1　はじめに
2　消費国の石油政策と産油国の石油政策
3　消費国と産油国の相互依存関係
4　代替エネルギー開発と消費国の対応の方向
5　結びにかえて
1　はじめに
1979年のイラソ政変を契機に発生したいわゆる第二次石油危機は、先進国に徹底的なまでの生産過
程の合理化あるいは産業構造の在り方そのものの見直しを迫っている。石油価格の高騰はまた・開発
途上国に厳しい国際収支制約を課し、南北問題とりわけ債務問題を再びクローズアップさせるに至っ
た。
　周知のように、OPECと言ってもその団結は一枚岩の如く強固なものではなく・それぞれの国の
国内政治、経済情勢、あるいは世界経済の将来についての考え方の相違などから、概ね二つのグルー
プに分けられ、主として公示価格の問題を廻って両者の亀裂は昨年のOPEC（石油輸出国機構i）カ
ラカス総会において頂点に達した。1980年のOPEC総会は、6月9日から11日までアルジェで開か
れたが、共同。・。ニケe＝よれぽ源マ蝿準価格の上限を1・・一レ・レ32ド・レ、樋間格差による上積
み分を最高1バーレル当り5ドルとする、ということであった。また、消費国が注目していた減産問
題については、この共同コミュニケでは直接ふれられていないが、原油価格の統一問題と同様、イラ
クの仲介によって、穏健派、強硬派双方の立場を尊重するという形で一応の合意をみ、一歩前進した
と言うことができる1）。
　こうしたOPEC内部の利害関係については、後に詳しくふれるのでここでは重複を避ける意味で
詳細は差し控えたいが、第一のグループは、人口規模が比較的大きく経済発展の潜在能力を一応有し
ているとみられることから、出来る限り石油の生産・輸出調整を行なって価格を高い水準に維持し、
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より一層の石油収入の増大を図り、早い時期に自国の所得源泉を確立しておきたいとする国々であ
る。これに対し、別のグループは、人口規模が比較的小さく、工業化の基礎条件が不充分であり、し
かも既に大量のオイル・マネーを有していることから、むしろ、そうした資産を確実に運用していき
たい、世界経済が崩壊するような事態になれぽ、元も子も無くしてしまうから、急激な価格の引き上
げは慎しむべきであると考えている国々である。ところが、前者に属する国々の埋蔵量は比較的少な
く・増産能力にも限界があることから、増産による収入拡大の途は殆ど閉ざされ、又、貴重な石油を
出来るだけ長もちさせたいということで、一種の“あせり”があることは否めない。他方、穏健的
な考えに立つ国々は比較的多く増産能力をもっているとはいえ、現在のところ、余剰資金も豊富であ
り・増産に踏み切る可能性は少ないとみてよい。それどころか、これまで専ら消費国が頼りにしてい
た穏健派のリーダー、サウジアラビアは、本年9月、1日当たり100万バーレルの減産を表明し、国
際石油情勢を一段と厳しいものにしている。いずれにしても、産油国の一方的な価格引き上げに対し
て・消費国側としては節約と代替エネルギーの開発を以てしか対処しえない現状からして、産油国の
優位が一応確立したことは認めざるを得ないであろう。
　斯る現状認識のもとで、国際レベルでの経済の相互依存の中に産油国と消費国の相互利益の実現と
その調和への途を模索しようというのがこの論稿の主要テーマである。
2　消費国の石油政策と産油国の石油政策
　1973年の第一次石油危機以前、先進諸国は、国際収支や対外政策にさほど拘束されることなく、安
価なエネルギーを充分に利用できた。そしてこのことが、先進諸国の高い経済成長率を実現させた大
きな要因の一つであったことは、改めて説明を要しない。ところが、第一次石油危機の勃発によって
様相は一変した。たとえぽ、日本では民間において節電や冷暖房の温度調節など、生活上のエネル
ギー消費見直し運動がくり広げられ、他方、産業界でも生産プロセスの改善、省エネルギー型設備へ
の投資を積極的に行なうことにより、エネルギー係数（＝1％の経済成長を達成するのに何％のエネ
ルギーが必要かという数値）の引き下げにある程度成功した。この背景として、当時は将来の石油価
格がどうなるか全く予想しえなかったこと、特に79年の第二次石油危機以降、数量の確保が難しくな
ってきたことなどが考えられる。
　先進工業国の中でも、際立って石油輸入の大きい米国が石油消費の節約面で最も努力を欠いている
として、今日、他の先進国から厳しい眼を以て見られているが、それはどのような理由に基づくので
あろうか。まず第一に考えられるのは、国民生活や産業活動が石油中心に発達してきたため、そのよ
うな体制から簡単に抜け出せないこと、第二に、かつて米国では国内産の原油価格が国際価格よりも
高く維持されていたため、石油の輸入が急増し、現在でも人々は輸入石油に対して割安感を抱いてい
ること、第三に、最も基本的な要因とも言うべきは、米国においては、事態の成り行きに対する見通
しの甘さということの他に、米国の政治体制そのもの、つまり、相当程度まで分権化された政治機構
が問題の処理に向けて有効に働かないということである。このように分権化された政治体制のもとで
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は、国内の政治的経済的圧力集団に対して、大きな影響力を及ぼしえないし、従って又、石油を節約
しようという国レベルでの意識の高まりはみられないということが指摘できよう2）。これに対して、
西欧や日本のような比較的中央集権化された国では、元々資源が乏しいということもあるが、政府の
決断、政策の実行という面で、極めて敏速に対応しうると言えるのである。事実、フラソスや西ドイ
ツでは、第一次石油危機以降、原子力発電の増強を盛り込んだエネルギー計画を策定し、現在実施に
うつしつつある。尤も、最近では、原子力の安全性が改めて問い直されてはいるが、長期的にみれ
ぽ、やはり有力なエネルギー源と言わざるを得ない。
　こうした状況のもとでカーター大統領は1977年4月、議会に新エネルギー法案を上呈したが、その
特徴は大きくいって二つほど考えられる3）。第一は、フォード時代に比較してエネルギー節約に相当
重点を置いたことである。すなわち、フォード政権時代のエネルギー政策では、国内の石油開発、代
替エネルギーの開発、エネルギーの節約という三本柱が並立する形で据えられていた。が、実際、エ
ネルギーの節約や代替エネルギーの開発は成果が現われるまでに相当の時間がかかり、結局、アラス
カ油田の開発など、国内油田開発のほうが先行していたと言える。第二の特徴は、目標達成手段につ
いての相違である。石油価格を引き上げて節約や代替エネルギーの開発を進めようというのはフォー
ド政権、カーター政権ともに共通した考え方であるが、前者はマーケットメカニズムに、また後者は
税制あるいは直接規制によるという違いがあった。無論、これは程度の差であって絶対的なものでは
ないが、強いて言えぽ上のような特徴を見い出すことができるのである。
　しかし、結論から先に言うと充分な成果をあげられなかったと言ってよい。それは、この法案の審
議途中で、議員立法による価格自由化案が可決されたり、骨子とも言うべき原油税が否決されたから
である。カーター大統領の狙いは、以上のように課税によって石油価格を引き上げ、節約を実行しよ
うとしたものであるが、実は、それと同時に石油消費への課税を通じて、米国経済の中央集権化を企
図し、併せて米国政治体制のbalance　of　powerを変化させようとすることにあったのである。これ
に対して、産業界は、石油価格の引き上げは国際競争力を弱めるとして猛烈に反対した。また米国民
の間でも増税に反対する空気は相当強かったのである。従って、米国民と産業界の中からエネルギー
転換への努力、輸送体系の全般的な見直し、既得権益を主張する圧力団体等の問題をどのように解決
してゆくのかということが具体的に提起される必要がある。それなくしては根本的な解決策は図れな
いと考える。但し、1973年以降、製造業よりもサービス部門に成長が偏っており、経済全体について
みると、エネルギー係数は僅かながら低下しているのである。
　米国のエネルギー政策は、その石油輸入量の大きいことから、他の先進諸国に重大な影響を及ぼ
す。米国の石油輸入が減少しないのであれぽ、産油国と消費国の利益の調和という問題を考えるどこ
ろか、先進国間同士の政治的緊張を生み出し、協力関係に亀裂が生じかねないのである。こうした先
進国内部における信頼感あるいは連帯感に水をさすような事例として、第一次石油危機当時、まこと
しやかに囁かれた、戦略的意味での石油問題、すなわち、1971年から73年にかけて、米国がOPEC
諸国に対して石油価格の引き上げを認める代りに数量の確保を約束させ、密かにOPEC諸国の金融
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余剰を米国に導入しようと図ったのではないかという疑惑である。もし米国政府が本当にこのよう
な思惑のもとに価格引き上げを行なったのであれぽ、これはニクソン政権のエネルギー政策やIEA
（国際エネルギー機関）の創設といったことと相矛盾するものであるが、ニクソン、IEA、　OPEC
の三者は奇妙に結びつくのである。すなわち、ニクソソ政権は、西欧と日本の、対OPEC二国間取
引を封じるために、米国主導のもとにIEAを創設し、更に、イラソとの友交関係を保つために石油
価格を引き上げ、同時に、国際競争力における米国産業の地位の向上を狙ったとみることができる4）。
そして又、当時他の先進国よりも一歩リードしていた、代替エネルギー（西部の石炭開発を含めた）
開発において、一挙に有利な立場に立とうとしたのである。勿論、こうした見方については、確実な
証拠が存在する訳ではないが、輸送部門だけでも輸入石油を消費し尽してしまう程の米国が、石油の
国内生産を刺激し、一段と強力な石油節減政策を打ち出さない限り、西側世界の連帯にヒビが入るこ
とは必至である。かくして石油消費国側の中にさえ、一歩誤れぽその団結が空中分解しかねないとい
う事情があるのである。
　一方、産油国の側ではどうであろうか。冒頭で述べたように、やはりそこには複雑な関係が存在し
ているようである。1973年以前の第一次石油体制下で産油国は、年率8．9％で成長した石油収入によ
って工業化、都市化、教育の普及などに努めた。そしてこれらは第一次石油体制に代る新しい体制へ
の途を準備していた。産油国の目には、第一次石油体制下の外国石油資本による経済支配が、不公正
で自らの経済・外交政策、国家の主権を著しく制限するものとして映った。第三次中東戦争（6日戦
争）までは石油を政治的手段として利用しえなかったのであるが’この戦争を契機として、産油国は
石油のもつ戦略的経済的商品価値をフルに活用していった。歴史的にみるならぽ、多くの一次産品カ
ルテルは、過剰生産のために値崩れを起こし、そのための生産調整と所得分配の不公平さとから数年
後には崩壊していったのであるが、OPECだけは、組織の柔軟性と緊張、政治的連帯感とイデオロ
ギーの統一に裏打ちされて今日まで存続している。
　OPECの石油輸出の動向は、経済学的には寡占行動体として5）、政治学的には、マイナーの政府に
よる国内政治及び国際政治への参加という脈絡の中で形成される政策の結果として理解される。その
場合のポイソトは、輸出収入、埋蔵量の大きさ、市場条件である。OPECの行動は、言うまでもな
く、オリゴポリストの立場を最大限利用することに尽きるが、それは、輸出収入の極大化とオリゴポ
リストとしての地位を長期にわたって維持してゆくこと（代替エネルギーの実用化を出来るだけ遅ら
せようとすること）を目的とする。従って、極端な高価格は需要を減退させ、低価格は収入の稼得機
会を充分に利用していないことを意味するから、実際には、石油収入、長期的利益、総量と価格の関
係、必要収入額などを考慮して輸出量を決定する。価格と数量の問題を考えるときの主要な政治的要
因は経済政策の目標と長期の政治的利益である。つまり、オリゴポリーは対外政策のレパー（挺子の
手段）として利用できるが、これを強力に作動させようとすると、将来のレバーを制限するような対
抗策を引き起こすから、ある程度の妥協が必要になってくる。かくして、OPEC内の個々の国々は、
自己の利益、政策目標、あるいは石油輸入国の政治的圧力に対する感応度やその脆弱性といったもの
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第1表　OPEC諸国の石油埋蔵量と人口（1977年）
? ? 1砧埋蔵量（百万・・）1人・（千人）1人・／蝋量
アルジェリア 932 17，790 0．05
エ　ク　ア　ドル 233 6，705 0．03
ガ　　ボ　　　ン 291 535 0．54
インドネシア 1，438 134，414 0．01
イ　　ラ　　ン 8，631 34，424 0．25
イ　　　ラ　　ク 4，658 11，759 0．40
リ　　　ビ　　　ア 3，494 2，607 1．34
ナイジェリア 2，672 80，000 0．03
ヴェネズエラ 2，092 12，542 0．17
第1グループ合計 24，441 300，776 0．08
ク　ウ　ェ　ー　ト
カ　　タ　　ー　　ル
サウジアラビア
アラブ首長国連邦
　第2グループ合計
9，234
　781
20，550
5，017
35，582
1，112
　183
9，430
　652
11，377
8，30
4．26
2．17
7．69
3．13
OPEC合　計 60，023 312・・531 0．19
（出所）φystein　Noreng，　Oil　Politics　in　the　1980s，　p．64．
も考慮に入れなけれぽならないのである。
　次に、OPEC内の国々の立場を比較対照するために、人口に比べて比較的石油埋蔵量の少ない国
々をGI、人口に比べて比較的石油埋蔵量の多い国々をGIと便宜上名付け、グルーピングしてみよ
う6）。（第1表参照）GIは比較的経済発展の可能性を秘めた国々であると言えるが、75年の生産水準
からみるとその生産可能期間は約30年である。GIは、残された30年のうちに石油に代る新たな収入
源としての工業化を推進している。この大規模な経済開発は、巨額の資金を必要とすることから、G
Iは、短期的な石油収入の極大化と石油による政治的影響力の拡大に関心をもっている。従って、こ
れらの国々では経済政策と石油政策との間のトレード・オフが小さく、著しくフレキシビリティを欠
いたものになっている。これに対して、G皿は、人口が比較的少ない反面、埋蔵量が50～70年の間は
もつために、差し当り巨額の石油収入を必要とすることはなく、むしろ、買手のつく、しかも代替エ
ネルギー開発のコストと競争的であるような価格を維持したいと考えている。つまり、自己の金融資
産の価値や対外投資の報酬を確保するためには、出来る限り世界経済へのショックは最小限に留め、
しかも長期的に自己の政治的影響力を維持してゆきたいのである。
　GHの中でも最大の生産・輸出量を誇るサウジアラビアをと．り巻く政治環境として見逃すことの
できない要因は、イスラエルと中東の対立である。第四次中東戦争の際、アラブ石油輸出国機構
（OAPEC）は、イラクを除いて石油輸出を禁止したのに対し、非アラブ世界は以前と同じ価格（ヴ
ェネズエラ）か、あるいは僅かな引き上げ（イラソ、ナイジェリア、イソドネシア）で供給しつづけ
た。このようにOPECの中に、アラブ世界と非アラブ世界の微妙な差異があることに加え、アラブ
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世界のリーダーたらんとするサウジは、アラブ・イスラエル紛争が、米国の影響力の結果として収拾
されるならぽ、次第にその影響力を弱めることは明らかである。というのは、サウジは石油価格を控
え目に抑え、供給を保証することによって米国に対し政治的レバーを握っていると考えられる。従っ
て、アラブ・イスラエル紛争が沈静化することは、サウジの握っている政治的レバーを手離すことを
意味し、他のOPEC諸国の発言権を増すことになる。それは国内的にも石油政策の転換を求める政
治グループの圧力を強めることになる。このように理解するならば、少なくとも消費国の立場からみ
た場合、アラブとイスラエルの緊張関係は、差し当り消費国に有利に作用すると言えるのである。
　3　消費国と産油国の相互依存関係
近年、OPEC諸国と先進国との結びつきはますます緊密化の度を増しているが（図参照）、両者の相
互依存関係は、大略次のように整理することができるであろう7）。
　（1）石油貿易に基づく相互依存関係。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝　（2）石油以外の貿易に基づく相互依存関係、すなわち、先進国は食糧、消費財、資本財、武器、近
　　代技術などの主たる供給者であり、OPEC諸国はその重要な輸入市場である。
　（3）金融上の相互依存関係、すなわち、先進国はOPEC諸国の金融余剰のリサイクリングを期待
　　し、他方、OPEC諸国の金融資産に対する報酬は先進国の経済如何に左右される。
　（4）中東情勢によってもたらされる政治的な相互依存関係。
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そこで、この相互依存関係の中での双方の側の行動
の自由を、一方が他の側から受ける独立の程度、つ
まり、他の側から提供される財サービスをどの程度
無しで済ませられるかの能力と定義するならば、先
進国にとり、行動の自由とはOPEC諸国の石油、
OPEC諸国への輸出、　OPEC資金の還流がどれ程
必要かということの関数であり、他方、OPEC諸
国にとっては、先進国への石油輸出、先進国からの
財の輸入、先進国への投資から受け取る所得がどれ
程必要かということの関数である。が、両者は経済
政策の変更を通じてある程度他の側への依存をレギ
ュレートできるのである。　しかるに、先進国にお
いては、経済政策とエネルギー政策との関係によっ
て、石油輸入水準が決定され、OPEC諸国では、
経済政策と石油生産の間の関係が石油輸出水準を決
定する。従って、先進国とOPEC諸国の経済関係
は相互補完的かつ対称的になっているのであるが、
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この関係に釣り合いがとれていないところに問題の核心があるのである。OPEC諸国の先進国への
依存の程度が小さいことは、OPEC諸国が全体として真の経済的必要量を遙かに超えた石油を輸出
しており、国際収支の大幅な黒字を続けていることから窺うことができる。また、先進国以外の石油
輸出市場も今後成長してゆくから、先進国から受取る石油収入は多少減少したとしてもOPEC諸国
の経済を大きく傷つけることはないし、先進国からの投資収益にしても、現在まだ二次的な収入源で
しかない。むしろ・先進国のほうが石油輸入、工業製品の輸出市場、オイル資金の還流という点で遙
かに依存の程度は大きいから、現在及び今後数年間にかけては、OPEC諸国のほうが強い立場に立
てることは明らかである。
　しかしながら、オスロ大学ウィステソ・ノレソグ教授によれぽ、今世紀末頃には状況は変ってくる
という。というのは・OPEC諸国では、石油埋蔵量の減少と必要収入額の増大が同時に生じると考
えられるからである。このため、OPEC諸国は来るべき21世紀の早い時期までに代替収入源を得る
ことが出来るか否か、時間とのレースになるのである。たとえ、工業化に成功したとしても今度は工
業製品の販路として、あるいは代替収入源獲得のための投資先として、又人口増加と生産財を賄うた
めの輸入先として先進国に大きく依存することになるのである。こうした問題は、特にめぼしい収入
源をもたないG　fiの国々、すなわち、当面は金融資産の保全に関心をもつ国々にとって、極めて厳し
いものになる、というのが教授の見方である8）。いずれにせよ、この時期、OPEC諸国は投資管理、
すなわち資産選択の問題に直面せざるを得なくなるのである。投資の対象としては、（1）国内経済開発
投資、（2）外国資産への投資、（2）埋蔵石油への投資が考えられる。GIにとっては、経済開発が現在、
最小限のリスクと最大限の利益をもたらすものと考えられているが、G丑にとっては、国内の吸収能
力が限られており、従って社会的な収益率も低いとみざるを得ないから、石油を生産して外国資産に
投資するか、生産せずに地下に眠らせておくかの選択を迫られることになる。原油を地下に埋蔵して
おくならば、外国資産に投資することによって被るリスク、たとえぽイソフレによる価値の減少、為
替レートの変動、国有化等は避けられるが、反面、1バーレル当りの輸出価値が、将来、同量の石油
でそれ以前に購入しえた投資財の価値以下になるかもしれないというリスク、換言すれぽ、今売った
ほうが将来、より高い所得を生み出すかもしれないというリスクを負うことになる。結論から先に言
えぽ、資産選択の多様化がこのリスクを最小限に留める正しい選択ということになるが、79年～80年
の傾向は、GH、とりわけサウジアラビアがイラソの石油生産の回復に伴なって次第に減産へと転換
しつつあり、価格の引き上げに同調するような印象を与えている。
　一方、先進諸国は、主として消費の節減と代替エネルギーの開発を促進させることによってしか対
処しえない訳であるが、そのために課税を強化すれぽ消費の落ち込みは避けられず、成長率のスロー
ダウソとリセッショソを覚悟しなけれぽならないであろう。但し、わが国の現状をみる限り、ここ数
年、消費の節減は相当徹底してきており、成長率と景気の問題を必要以上に強調するのは正しくない
と言えるであろう。
　ところで、米国の対OPEC石油外交の本質は、サウジアラビアから如何にして安定した価格で必
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要量を確保するかということに在るが、このことがサウジアラビアを苦境に立たせている最大の要因
であると考えられる。勿論、その他にも、OPEC諸国内部における強硬派との関係、更には石油政
策の転換を迫る国内政治勢力との関係も重要であるには相違ない。予断は許されないが、昨今の情勢
から判断するならぽサウジアラビアは、かつてのような石油戦略を再び発動しうる素地を固めたよう
に思われる。このように考えるならば、米国がいつまでも大量の石油を消費し続けることは国際エネ
ルギー市場や国際経済の将来にとってマイナスの効果しかもたらさないであろう。というのは、第一
に、代替エネルギー開発のコストが石油価格の高騰によって高くなり、石油価格との開きを大きくし
ているからである。勿論、代替エネルギー開発の見通しの厳しさは、それだけに依るのではなく、政
治的決断の甘さと財源不足ということにもよるが、問題は石油生産が減少したとき他のエネルギー源
にスムーズに移行しうるか否かにある。もしそれが不可能な場合、急激な価格上昇を招きかねないか
らである9）。第二に、産油国の必要収入額は、経済・社会開発が進むにつれて増大することが予想さ
れ、米国による大量の石油輸入がその下支えすることになる。第三は、とりわけ非産油開発途上国の
国際収支を圧迫するからである。
　このような観点から、米国の外交問題評議会（Council　on　Foreign　Relations）は“the　1980s
Project”と題する大掛りな研究を行ない、その予測に基づいて2、3のシナリオを提示しているので
次にそれを簡単に紹介しよう10）。ただ、こうしたシナリオは、「仮定」が「結果」を決定するもので
あり、又、先験的に証明されるものでもないこと、特にこの研究が79年の第二次石油危機以前に実施
されたものであることなどには充分留意しておかなけれぽならない。さて、このシナリオは、第一に、
経済成長率と石油輸入水準との関係、すなわち、エネルギー係数と国産エネルギーの生産増加率を明
示的に導入していること、第二に、産油国の中にソ連、中国、南アフリカ等の潜在的生産能力を年平
均9％として含めていること、更に、石油以外の、たとえぽ石炭、天然ガス・電力等もかなり増加す
ると見込んでいること、第三に、需要側の要因として、先進国の他にOPEC諸国の国内消費量の増
加率を年平均8％、開発途上国のそれを6％一これは経済成長率5％、エネルギー係数を先進国の
工業化初期の推計値1．2としたもの一としていること、などに特徴がある。
　第一のシナリオは、先進国の経済成長が低い場合（米欧3％、日本5％）である。この場合、OPEC
の強硬派、すなわち先のGIの国々は代替収入源を輸出でカパーできないであろう。従って、GIは
サウジに圧力をかけ、もしサウジがそれに従うならば石油価格は急激に上昇することになる。が、サ
ウジが米国との友交関係を維持しようというのなら中東での孤立は免れない。一方、先進国では、失
業問題、あるいは保護主義の問題などを解決しえないし、代替エネルギー開発のための財源も充分確
保できないということになる。そして殆どの開発途上国では、対外債務が増加し、その返済計画も頓
挫せざるを得なくなる。
　第二のシナリオは、先進国の経済成長が高い場合（米欧4％、日本6％）である。この場合、OPEC
諸国の経済は順調に推移するが、高い成長率はやはり石油価格上昇圧力を生み出し、先進国の政策の
フリーハソドを奪うことになる。価格上昇が開発途上国の経済に打撃を与えることは第一のシナリオ
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と変わりないが、その補償なり援助なりを産油国、消費国双方に求めることになってくる。開発途上
国の中には、原子力開発に乗り出す国も出て来るであろう。
　第三のシナリオは、先進国の経済成長が高く、しかも石油備蓄、国産エネルギー開発などを主内容
とした強力なエネルギー計画をもっている場合である。この場合、先ずOPEC諸国は先進国のエネ
ルギー政策を反映して、国際収支の大幅な黒字は差し控えるであろう。反面、先進国にあっては、国
内消費税の強化を始めとして、政府の民間経済介入が増し、たとえぽ、労働組合などとの摩擦を引き
起こすことになる。当然のこととしてOPEC諸国は、　IEAに加盟していない消費国と二国間協定
などを結ぶことにより、IEAの結束を切り崩すことを狙ってくると思われる。
　この研究プロジェクトによって提示されたシナリオは、大略以上のようなものであるが、政治的解
決を図ろうとするならぽ、たとえぽ国際石油協定といった何らかの取決め、あるいはその基礎となる
産・消会議のような共同テーブルが準備されねぽならない。そして、これらが有効に働くためには、
若干の原理、原則についてのコソセソサスを必要とするだろうとも述べている。いまそれを列挙する
と、（1）市場参加者、すなわち、消費国、生産国、開発途上国が先ず現在の組織パターソは完全に不備
であるという点で一致する必要があること、（2）先進国と産油国の経済の健全性は、その相互依存によ
るところが大きく、従って又、両者は世界経済の発展とエネルギー供給に対し、責任を負っているこ
と、（3）有限資源の減少は、同時に代替エネルギーの開発と、石油からそれへのスムーズな移行を可能
にするものでなければならないこと、（4）産油国は協定なり交渉なりで決められた線まで増産すること
は勿論、代替収入源として有効に運用し、かつ資金の還流に協力すべきこと、（5）先進国と産油国との
協力が、南北の協力という枠組の中で、技術移転や市場アクセスを促進するような形で行なわれるこ
と、⑥各国が価格、供給量といった特定の、あるいは目先の利益にとらわれるのではなく、もっと一
般的、政治的な利益を追求すべきであり、そのことによってのみ、先進国と産油国間の妥協が可能に
なる、等の諸点である。
　国際石油協定の内容は、たとえば、価格／供給協定、エネルギー／開発参加協定、金融／投資協
定、及び技術／貿易協定などであるが、現実には既に明確な協定などの形をとらずに相互の交流が進
んでいることは周知の通りである。先進国と産油国とによる、アップストリームからダウンストリー
ムに至る石油化学産業の共同プロジェクトは、多少の問題を抱えながらも実施されているし、失進国
の投資市場に既に相当のオイル資金が流入しており、むしろその動向が先進国から警戒の目を以てみ
られていることには注目すべきであろう。
4　代替エネルギー開発と消費国の対応の方向
　石油価格の高騰に伴なって石油の消費節約が大きな効果をもたらしたことに加え、その他の対応策
として、新エネルギーの開発や産業構造の転換に大きな期待が寄せられている。が、そこには若干の
誤解と幻想も含まれているようである。産業構造変革の問題は、われわれが冒頭で触れたように、確
かに有力な省資源策に相違ないが、しかし人間の生活が資源エネルギーに大きく依存している現状か
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らして、そのような産業を全く放棄し技術・知識集約産業のでみ生活を維持することは不可能に近
い。仮令、資源、エネルギー集約産業を産油国や開発途上国に移植したとしても、それが確実に先進
工業国に供給されるといった、国際協力ないし国際分業再編成の問題にまで遡って充分論議されねぽ
ならないのである。このような誤解、幻想に基づく論議は代替エレルギー開発になると一層明確にな
ってくる。第一は、安全性の問題である。近年注目されてきた地熱発電や海水による発電は、長期的
にみれば安価な再生可能エネルギーとして有力ではあるが、莫大な出力を貯えた施設が絶対に安全と
いうことは有り得ない。従って、中東産油国の圧倒的優位論といった誤れる議論にとらわれることな
く、充分な研究の積み重ねをしてゆく必要があろう。既に考察した如く、先進国のエネルギー危機と
は、石油から新しいエネルギーに代ることを意味するものであるが、産油国にとっては、このような
努力に加えて石油が枯渇する前に新しい収入源を獲得しておかなけれぽならないという、いわば二重
の努力を必要としているのであって、先進国は“先発の利益”を有しているのである。第二は、経済
性の問題についてである。これは言うまでもなく、一体何時の時点で経済的に引き合うようになるの
かということであり、この面での議論が欠落しているように思われる。以下では、短期的・中期的な
観点から、再び脚光を浴びている石炭の利用と天然ガス開発について、若干の問題点を指摘し、これ
らについても国際協力の不可避なることを明らかにしたい。
　米国、西ドイツ、カナダなど石炭資源の豊富な国では当然利用度が高い（20％程度）訳であるが、
石炭が石油に代りうる理由としては、（1）埋蔵量が豊富で、現在のエネルギー水準に還元してその可採
量は250年とも300年分とも言われる、（2）石油を直接原料とする産業を除けば熱源、スティーム源とし
て石炭の利用範囲は極めて大きい、従って、電力を始めとして、石油精製、製紙・暖房・食品加工な
どには大きく貢献する、（3）特に電力についていえば、石炭の利用は原子力発電の比重によっても異な
るのであるが、埋蔵量が豊富であるから石油のように価格が急騰することはない、といったことが考
えられる。
　しかし、こうした利点があるにも拘わらず、石炭利用を促進するためには、まだ克服すべき問題が
山積している。国際エネルギー機関（IEA）のウルフ・ランツケ理事は次の諸点を指摘している11）。
まず第一に、発電所や各産業は現在の設備を殆ど利用できないため、ボイラーの取替、集塵装置、脱
硫装置、水道設備などに莫大な資金を必要とする。第二は、掘削にともなう環境破壊の問題である。
米国やカナダのように露天掘りが中心の国では、農地の破壊や森林伐採に対する強い抵抗が予想され
る。第三に、抗道内における安全性の問題がある。たとえば英国では、200万トソ当り1人の犠牲者
を出している。第四に、採掘された石炭を積出港まで輸送する施設がいずれの国でも不充分である・
米国についてみると、中西部の炭田地帯から西海岸に輸送するためのユニット貨車やスラリー・パイ
プライソ（石炭を泥水状にしてパイプで輸送する）が極端に不足し、また積出しに適した港湾も少な
い。第五に、環境破壊・公害問題に関連して、空気中に放出される二酸化炭素が地球上の温度を変化
させる危険性がある。大気中のCO2が2倍になると、温度は赤道で2度、極地で10度上昇し、地球
全体の降雨量等が変化し、生態系を変えると言われている。ただし、これは石炭液化の技術が現在よ
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り優れたものとなれぽ、かなり改善されると思われる。ところで、第2表は、当該年の各国のエネル
ギー需要を満たすために必要とする石炭の貿易量（既存のエネルギー政策に立脚して推計したもの）
を示したものである。それによれぽ、石炭の大量消費国は日本と欧州の先進国であり、供給国は米
国、豪州、南アフリカなどである。（第2表のプラス符号は当該国の輸入を、マイナス符号は輸出を
示し、プラス符号の項目又はマイナス符号の項目を加えたものが総貿易量に一致する）ランツケ理事
は、生産国と消費国の双方の利益を尊重し、バラソスをとることが、石炭貿易を円滑に促進するうえ
で極めて重要であるとして、1979年5月、IEA加盟20ケ国の間で締結された「石炭貿易促進のため
の諸原則」を高く評価している。この諸原則には、輸入制限や意図的な生産調整・輸出管理をしては
ならないこと、石炭の生産、輸送、貿易を促進するために、それらの施設を改善することなどが織込
まれている。ただし、西独や英国など、伝統的な石炭生産国は、自由な貿易によって海外から安価な
石炭が入ってくるため、一国の安全保障、あるいは雇用の維持という面から国内石炭産業の保護の必
要に既に迫られており、従って、こうしたディレンマの解決なくしては石炭の安定供給は考えられな
いし、また、長期的見通しに立って、石炭開発のための国際投資が行なわれなけれぽならないであろ
う。次に、天然ガスについてみると、現在、中東産油国だけで年間1，　200億キュービック・メーター
の随伴ガスが無駄に燃やされていると言われる12）。もしこのガスを有効に利用することができるなら
ぽ、産油国にとっても消費国にとっても国益に叶うことになる。が、現段階では国際市場におけるガ
スの価格が低いためにガス回収に必要な資金、あるいは液化の設備をつくるための資金を充分に得る
ことができない、というのが実状である。従って、ガスの価格を引き上げて採算のとれるようにする
か否かは議論の分れるところであるが、問題は、産油国と消費国が未来のためにこうしたガスを有効
に使おうという努力を行うのか、それとも相変らず無駄に燃やし続けてしまうのかということである。
第2表石炭貿易の推計値
単位：100万トソ
・9761・985い99・｝・…
カ　ナ　ダ 十3 一6 一9 一14
米　　　国 一54 一68 一79 一129
欧州のOECD諸国 十55 十94 十153 十311
日　　　本 十60 十96 十123 十181
オーストラリア・ニュージーランド 一31 一57 一90 一195
小計（OECDの取引量） 十33 十59 十98 十154
共　産　圏 一38 一43 一49 一66
開発途上国 十7 十11 十2 一10
南アフリカ 一6 一34 一60 一90
そ　の　他 十49 十7 十9 十12
総貿易量 128 208 287 504
　（注）　1976年は実績値
（出所）Ulf　Lantzke，“Expanding　World　Use　of　Coal，”FQreign　Affairs，
　　　Winter　1979／80．
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以上考察した、石炭とガスの事例から明らかなように、産油国と消費国の技術協力、あるいは資金協
力などによりエネルギーの多様化を図るならぽ、それは暗黙裡に石油市場への圧力となり、ひいては
自国の経済、外交政策のフリー・ハソドを高めることになるのである。その意味では、低価格で充分
な原油供給のアベイラビリティーのみを追求することが果たして消費国の利益に一致するものかどう
かは充分考えねぽならない問題である。
　今まで消費国は、OPEC諸国の急速な開発や巨額の軍事支出をそれらが浪費的なものであっても、
いわば目をつぶって受入れてきた。結局、このことが先進工業国の利益にもつながっていたのであ
る。しかし、われわれが前節でみたように、産油国内部では、原油生産、開発計画、海外投資などの
分野が変化する方向にあり、また経済開発が進むにつれて社会体制が弱体化する兆候も目立ってきて
おり、消費国としてはOPEC諸国に対する政策を再検討しなければならない時期にきているといっ
てよい。たとえぽ、産油国の開発計画や実行可能性については、OPECと率直な意見の交換の必要
があるし、時には適切なアドバイスもしてゆかねぽならないと考える。また、存立可能な産業の開発
について、工業国は技術、経営能力や市場を提供することにより建設的な協力を図らねぽならない。
しかし、それらはOPEC諸国の開発計画の縮小を含めて、先進国間の合意の形成や政策の調整とい
った、かなりの苦痛（たとえぽ、石油の大幅削減など）を伴なってはじめて可能になるのである。産
油国の中にも開発計画を見直す国がでてきたこと、IEAによる、石油供給ストップ時の配分政策に
関する図上演習など、徐々にではあるが、こうした苦痛への挑戦が開始され始めたことは一応評価す
べきものと考えられる。
5　結びにかえて
　周知のように1979年はイラγの原油輸出が止まり、世界がその影響を憂慮した年であった。しか
し、統計数値から言えぽ、皮肉なことに、石油危機が叫ぽれるとき程、OPECの石油生産量が増加
しているのである。確かに価格は高騰したが、量の確保という面では、これまでの処、日本や米国の
備蓄100日分という高い水準をみれぽ明らかなように、徒らに心配する必要はないのではないか、む
しろマスコミ等の報道がセンセーショナルに過ぎたのではないかとさえ思われる。とは言え、最近で
はOPECが価格カルテルから生産カルテルへと変ってきたことは事実であり、この論稿において追
求した、国際協力を通じての石油問題解決への努力が真剣に問われねばならないと考える。確かに、
その考えは“言うに易く行なうに難し”という感を禁じ得ないが、有限な資源を大切に使おうという
基本理念は何人も否定しえないのである。
　ところで、本稿では、国際協力による石油問題の解決ということの他に、消費国の節約と代替エネ
ルギー開発を促進すべきことも強調した訳であるが、日本に関する限り、石油消費は世界の中で今だ
高い水準にあるとは言え、ここ数年輸入量がほぼ2億7，000万～3億キロリットルで推移しているこ
とからしてある程度成功していると言ってよいであろう。これは、わが国産業界の徹底した努力によ
るところも大きいが、国民全体の考え方が変化してきたことに主たる原因を求めてよいと考える。つ
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まり、わが国は石油を始めとしてエネルギー制約にさ程捉われることなく、多少の経済成長は犠牲に
するかもしれないが、とにかく“やって行ける”という自信を持ったことに他ならないからである。
われわれは過去の経験からして、何らかの見通しを持って行動すれぽ必ず途が拓かれることを知って
いる。何らかの見通しを持って努力するのとそうでないのとでは生活態度や物の考え方、あるいは行
動の仕方が全く違ってくるからである13）。これを要するに人間の全智全能を以てすれぽ、石油問題に
限らず殆ど全ての問題に対処しうると考える。勿論、そのためには臓大な資本や技術が必要とされる
場合が多いに相違ないが、基本はやはりそうしたものを使いこなす人間の能カー経済用語でいう人
的資源一にあると考えられる。その意味では、産油国の異常とも思える経済開発に対して、その社
会的基盤などを考慮すると強い疑念を抱かざるを得ないのである。そして、産油国と難も世界経済の
発展を担う重要な構成員であり、国際社会に対する責任は免がれないことを充分自覚しなけれぽなら
ないのである。
　注
1）1980年9月15日から17日までウィーソで開かれたOPEC拡大閣僚会議においては、両派の対立が鋭く、
　　価格統一には至らなかった。
2）R。b，・t　St・b・ugh，　D・・i・I　Yergi・，“Energy・A・Emerg・n・y　T・1・・c。P・d・”F・・eig・Aff・irs・1980・
　　Special　issues．
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13）　白石四郎「資源政策の問題点」（明治大学社会科学研究所公開講演集、1979，No．4）
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